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１ はじめに 

わが国では 1990 年代以降、就業形態や賃

金制度は大きく変化し、平成 16 年の法規制

緩和の流れを受けて雇用者に占める非正規

の職員・従業員の割合は毎年漸増しており、

平成 20 年の平均では 3 分の 1 以上を占める

に至った。 

近年、労働界の抱える課題として過重労働、

メンタルヘルス不調に対しては、法的な対策、

医学的な対策が実行されつつあり産業保健

担当者としての活動方針が明確にされてき

ている。一方で、増加を続ける派遣労働者を

はじめとする非正規雇用労働者の健康管理

については労働安全衛生法による規定が示

されているが、現場では様々な問題があると

される。 

米国のサブプライムローン問題に端を発

した未曾有の金融危機が全世界に波及する

という状況下で今後ますます非正規雇用労

働者が増加することが予想されるが、非正規

雇用労働者を取り巻く法的な整備は後手に

回っており、健康管理体制やその実態につい

てはほとんど明らかになっていない。 

これまでに主要工業地帯の企業における

非正規雇用労働者の健康管理の実態調査は

行われておらず、今後の雇用のあり方を模索

するためにも非正規雇用労働者の健康管理

の実態について明らかにすることが重要と

考え、京葉工業地帯にある千葉県における非

正規雇用労働者の実態と健康管理の状況を

把握することを目的に本調査を行った。 

２ 対象および方法 

対象者は千葉産業保健推進センター（以下、

産保センター）から「千葉産業保健かわら版」

を送付している千葉市・船橋市・市川市・市

原市・木更津市の 507 事業所の人事担当者も

しくは健康管理担当者である。 

調査方法は質問紙法を用い、質問紙におい

ては、衛生管理者・産業医の選任の有無、安

全衛生委員会開催の有無、産保センター利用

経験の有無、また正規雇用労働者・パート労

働者・派遣労働者・業務請負労働者それぞれ

についての人数・健康診断実施状況（雇入れ

時健診・定期健診・特殊健診）・健診後保健

指導の実施状況・健診結果の通知状況を調査

した。 

 

３ 結果と考察 

回 答 事 業 所 数 は 195 事 業 所 、 回 収 率 は

38.5 %であった。調査票を送付した事業所は

507 事業所であった。 

調査対象となった回答者が勤務する事業

所は半数近くが 100 から 299 人の規模であっ

た。事業所規模が 500 人未満の中小規模事業

所では正規雇用労働者の割合が 60 %以上の

事業所は 6 割以上であったが、500 人以上の

大規模事業所では正規雇用労働者の割合が

60 %以上を占める事業所は 4 割を切っており、

目立って少なかった。一方で正規雇用労働者

の割合が 0-20 %と回答した事業所は事業所

規模 500 人以上の事業所で 2 割以上あり、500



人未満の事業所と比較して目立って少なか

った。 

≪雇用形態別各種健診実施状況の概要≫ 

図１　雇入れ時健康診断の実施状況
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図２　定期健康診断の実施状況
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図３　特殊健康診断の実施状況
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図４　保健指導の実施状況
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≪健診結果通知状況≫  

図５　健診結果の通知状況
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さらに、雇用形態別に衛生管理者選任状

況・産業医選任状況・安全衛生委員会実施状

況・産保センター利用経験のそれぞれと雇入

れ時健診実施状況・定期健診実施状況・特殊

健診実施状況・健診後の保健指導実施状況・

健診結果通知状況それぞれとの関連を調査

した。  

 

４ 結論 

今回の研究結果から、正規雇用労働者につ

いてはほとんどの事業所で雇入れ時健診、定

期健康診断、健診後の保健指導等が実施され

ていることが明らかになった。パート労働者

については、定期健康診断は約 8 割の事業所

で実施されているものの、雇入れ時健診およ

び特殊健診は約 4 分の 1 の事業所で実施され

ていなかった。派遣労働者、請負労働者につ

いては各種健診等の実施の有無や、健診結果

を本人に通知しているかどうかを把握すら

していない事業所が少なからず存在してい

ることが明らかになり、間接雇用である派遣

労働者や請負労働者については健康管理に

関する責任の所在が曖昧になりがちなせい

か、結果として充分な健康管理がなされてい

ない実態が明らかになった。 


